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I　経済成長と総要素生産性
　目本経済は，1973年と1978年の石油危機によって多大な打撃をうけたが，先
進国の中では比較的成功裡に困難を切り抜げたと評価されてきた。しかし，こ
の2度にわたる石油ショックが，とりわけ第1次の石油危機が1950年代後半よ
り始まった戦後の高度経済成長に終止符を打ち，産業構造の質的変化を惹起せ
しめ，低成長への移行を余儀なくしたのは周知の事実である。
　1956年から1973年までの18年間にわたる年平均経済成長率は94劣と極めて
高く，急速に経済の規模を拡大していったが第1次石油ショック後の1974年に
は一転して負の成長率を示し，それ以後から1982年までは年平均4．4％に留ま
った。これは日本経済が低成長期に入ったことを端的に物語っている。石油供
給の不安定化と石油価格の大幅た上昇が，日本経済に構造的変化と質的変化を
もたらしたことはすでに多くの人々によって分析されているが，国際経済環境
の不安定化，石油供給の不確実化などの進行する中で日本産業の将来の姿を見
極めるためにその供給構造の変化を様々な視角から把えておくことはますます
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重要となっている。とりわげ日米の貿易摩擦に象徴されるように生産性の格差
という供給構造の差異が貿易体系の量的，質的変化をもたらしていると考えら
れるだけに，供絵サイドの成果を生産性の分析を通じて明確にする意義は極め
て高いと言わざるをえないω。
　石油危機以後の経済成長率の鈍化は，産業構造を規定する生産性と技術進歩
の変化の中にその要因を見い出すことができる。言うまでもなく，経済成長そ
のものはGNPの主要な構成要素である（1）個人消費と（2）民間設備投資などの需
要サイドの変動によって変化するが，供給サイドから見るならば（1）生産要素の
投入量と（2）要素生産性の大きさとその成長率によって制約されるであろう。
　石油危機以後の日本の経済成長率と要素生産性に関する研究の代表として
黒田〔1981〕があげられるが，ここでは経済企画庁〔1984〕による生産性分析
を要約し，総要素生産性の分析手法の動向を探る前に日本の経済成長率と総要
素生産性の関係を概観Lておきたい。
　第1図は，資本ストック増加率，GNP成長率，労働増加率の関係を示Lて
いるが，明らかに1973－74年の第1次石油ショックを境にGNP成長率が4％
前後に留まり，資本ストツク増加率が5－6％とGNP成長率を2％前後常に
上回っている点にその特徴を見ることができ乱1950年後半以後1973年まで続
いたr高度成長期」のr設備投資が設備投資を生む」という成長パターンと対
照的に，資本ストックの拡大がG　NPの成長と一定の乖離を保ってしか連動L
ないという新たなるパターンを読み取ることができる。
　この新しい成長パターンの背景には，企業の設備投資行動の質的変化があり，
そればおそらく次のように要約されるであろう。
　第1に，石油ショック後，石油節約と省力化・合理化を目ざした大規模な技
術革新投資（例えぱ，鉄鋼の連続鋳造やコンピュータ管理，自動率の前輸駆動
化やロポツト導入，一般機械工業の工作機器の拡大）が一巡し，L　S　I，新素
材，光ファイバー，バイオテクノロジーなどの先端技術産業におげる投資が高
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まりつつあるが，投資水準全体の上昇の機動力にはなりえたい点であ乱
　第2には，更新投資の平均期間が長期化している可能性が高く，このことは
資本設備の新鋭度（vintage）の近年の低下からも指摘Lうるだろう。経済企画
庁〔1984〕によれぱ，「高度成長期」の1970年には設傭更新の平均期間は8年で
あったが，r低成長期」の1977年には約13年へと上昇を示し，その後この水準
に留まっている点があげられる。
　第3に研究開発投資が上昇傾向を示L，先端技術における国際競争の激化と
自主技術の開発の必要性と相侯って投資活動の重要な役割を任いつつあるが，
GNPで計測される生産物の増加には直結しない点であろう。
　こうした資本の動向に対Lて，もうひとつの重要な生産要素である労働の動
向を見ると，1956年から1973年までの就業老増加率は年平均1．4％であり，石
油危機後の1975年から1982年までの平均は1．O％と僅かな減少を示Lているが，
実総労働時間の増加率は，逆に1956年一73年がO．9劣，1975年一82年が1．1％
と徴増Lている。労働は女性労働のパートタイム労働の増加に伴い・増々景気
に対して敏感に反応する構造を持つようになっているが，資本の変化率に比べ
て，労働は量的には安定的であることがわかる。
　以上の点から日本の経済成長率の鈍化は労働よりも資本の成長率の低迷によ
って生じていると言えるだろう。しかし，すでにみたように，資本という生産
要素の質的内容は近年急速な変化を遂げており，また労働の質，とりわけ技術
革新に伴う労働内容の変化，女性労働とパートタイム・高等教育の普及化・労
働力の高令化と言った質的・構造的変化を考えるなら，低成長の要因分析は多
面的であることが要請されるであろう。
　経済企画庁〔1984〕は，供給構造を規定するもうひとつの要因とLて，要素
生産性の大きさと変化率について分析を行い，総要素生産性，資本生産性，労
働生産性について第2図に示されるようた結果を得ている。この図から次の2
つの特徴を指摘しうるだろう。
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　第1に，資本生産性は1970年前後より低下傾向を示し，その後加速度的に低
下を続げており，一方労働生産性は常に上昇傾向を示Lているがその成長率が
減少気味であるという点であろう。資本生産性の低下はおそらく経済成長率が
資本ストヅク増加率よりも低いことから生じており，労働生産性は資本ストッ
ク，とりわけ技術革新投資の拡大によって，大幅な増加を見せていると推測さ
れる。
　現実の生産は複数の生産要素によって複数の生産物を生み出す過程から成り
立っている以上，明らかに資本生産性・労働生産性といった単一生産要素生産
性の計測に偏りをもたらす。とりわげ，生産性変化率の推計にあたって，資本
の限界生産性とLて単位資本利潤を用い，労働の限界生産性として単位時間賃
金を使用する場合，賃金上昇が資本設傭の技術革新や制度上の要因に影響を与
えるために，r資本の限界生産性変化率を過小評価，労働の隈界生産性変化率
を遇大評価している可能性がある」②と言える。
　第2には，総投入生産要素の費用に注目し，費用1単位あたりの生産性を表
わす総要素生産性でみると，総要素生産性は第1次石油ショヅクまで徴増を示
してきたが，その後低下傾向とたり，資本ストック増加率の低下と一定の時問
的ズレを持ちながら低下している。ここで用いられた総要素生産性の成長率は，
後に検討するように，経済成長率から投入要素の増加率を差し引いた率であ
り，したがって投入要素の量的拡大では説明しえない要因の変化率と同義であ
り，SO10w〔1957〕の伝統に基づいてr技術進歩」と呼ぱれる概念である。
　以上概説したように，石油危機を契機とした日本経済の質的・構造的変化が
生産性と技術進歩という視座からかなり的確に説明しうると言えよう。日本経
済の成長を支えてきた主要な産業，たとえぱ鉄鋼，自動車，電気機器といった
産業の生産性は国際比較から見ても高く，これらの生産性の高い産業が輸出産
業として日本経済の中枢となっている点を考慮する時，総要素生産性を目本産
業分析のひとつの主軸とする重要性は極めて高いと考えられる。
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第1図GNP，資本ストック，労働の増加率
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　総要素生産性分析は，一般に生産関数の変位を生産性の変化として把え，そ
れを技術進歩と呼ぶSo1ow〔1975〕の伝統に基づいているが，生産性の成長率
を表わす技術進歩の概念は極めて広義であり，技術進歩に影響を与えない生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　401
　102　　　　　　　　　　早稲田商学第306・307合併号
性の増大もしくは低下は必ずしも明示的に取り扱うことはできない。たとえば，
LeibensteinのX非効率やSimOnの限定された合理性などの存在が生産要素
投入量に影響を与え，その結果生産性に変化を及ぼすとしても，SOIOw流の技
術進歩の概念では十分把握しえないことは明らかである。
　以下においては，目本産業分析におげる生産性分析の重要性という認識の下
に，まず総要素生産性の計測手法に焦点をあて，これまでの研究成果を概説し，
次いで生産性分析の中でますます重要性を増す労働の質をめぐる最近の研究に
触れ，今後の残された間題点を検討することにしたい。
皿　総要素生産性分析と計測手法
　経済理論においては特定の投入要素の増加で説明しえない産出の実質的な増
加を「生産性」と定義ずげされてきた。伝統的にr生産性」がr無知の測度」
（Abramovitz〔1956〕）と呼ぱれてきたのは，生産性という概念の暖味さとそ
の測定の困難さによるものであった。
　言うまでもなく，完全な知識と確実性を想定すれぱ，多種多様た投入と産出
の多面的な関係を明確にしうるから，無知から生ずるr余剰」を消去しうる。
確かに現実の世界は不完全な情報と不確実性の下にあり，そのために完壁な投
入・産出関係を把握しえないが，与えられた情報とデータの中で出来る限り正
確な生産性の分析を行なおうとする努力が今日まで続げられてきた。
　Kendrick〔1956〕やDenison〔1979〕は生産性分析の実証研究の先鞭をつけ，
LaspeyresやPaasche指数を修正した指数分析によって総要素生産性分析に
多大な貢献をなしてきた。他方，生産理論にもとづいて総要素生産性を生産関
数に沿った動きとしてではなく，生産関数の変位として把えるSO10wの伝統
は，Jorgenson　and　Griliches〔196η，Christensen　and　Jorgenson　〔1970〕，
Star〔1974〕，Hu1ten〔1975．1979〕によって総要素生産性のDivisia指数とし
て一層の精綾化が進められれまた生産関数の双対としての費用関数および利
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潤関数の研究は，より制約の少ない関数形の計量分析の発展と相侯って，今日
急速な進展を見せている。
　総要素生産性に関する近年の研究は，大きく2つの流れに分げることができ
る。第1は生産性の増大を投入と産出の増加率の格差とLて指数的に計測しよ
うとする指数化手法（IndexingApProach）である。第2には，トランスロ
グ型の生産関数あるいはその双対である費用関数のバラメータ推計を通じて生
産性の変動を生産構造の変化として把握しようとするトランスログ関数手法
（Trans1og　Function　ApProach）があげられる。この2つの手法はともに
前述の新古輿派生産理論を基礎としているが，指数化手法は，So1ow的伝統
に基づいて投入の増大では説明Lえない産出の増大を残差として把え，その残
差の拡大を生産性の成長として計測する。これに対Lて，トランスログ関数手
法は生産もしくは費用関数を通じて生産性増大を投入要素別に推計Lようとす
るものである。以下においては，この2つの手法の理論的背景を整理しておき
たい。
　］I－1　生産関数および費用関数の分離可能性
　2つの手法は，ともに次のようた通常の（we11－behaved）生産関数を前提し
ている。
（1）　　1（ρ1止，．．．，（～柵工三X1；．。．X刎三工）≡O
ここでQ｛。（タ＝1，．．．，〃）とXゴェ（ノ＝1，．＿，〃）はそれぞれ時間まにおげる産
出ベクトルと投入ベクトルを表わす。もし産出と投入の増加率をφと文で示
すなら，総要素生産性（ρ）の成長率（ρ）は単純に次のように示される。
（2）　々＝Φ一文
（2）式を用いて総要素生産性の成長率を計量的に推計するためには，投入変
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数の部分集合間に分離可能性（separability）の条件が満たされねぱならない。
　分難可能性とは幅］，投入要素の増減が投入要素聞の限界代替率に影響を及ぼ
さたい（invariant）という生産構造の特性を意味し，生産関数もLくは費用関
数の一般性あるいは単純性といった点で極めて重要な条件となっている。また
計量的にも，投入と産出の数が多くなる場合には，この分離性が満たされるな
ら多段階にわたる斉合的（COnSiStent）た推定が可能となる。
　分離可能性は，一般に（i）強分離可能性（strong　separabi1ity）と（ii）
弱分離可能性（weak　separability）とに分げられるが，総要素生産性の成長率
推計に用いられる（2）式の場合には，（ii）の弱分離可能性が前提とされね
ぱならなし・o
　いま生産関数を
（3）　ρ昌1（X・1，．．、，X刎，ま）
で表わすなら，弱分離可能性は以下のように定義される。いま〃個の投入の全
集合をW＝｛1，＿。〃｝であらわし，WをS個に分割して，それを｛W、，．．．，W岳｝
で示すなら，亙≡〃1U凡…U凧という和集合が成り立ち，7≠τの場合に
は積集合はル∩ル＝φであると仮定する。もし任意の部分集合κの2つ
の投入要素づとプ（タ，ゴ∈ル）とルに含まれない投入要素后（治隼ル）に
ついて，次の関係が成立するなら，その関数は弱分離的（weak1y　separable）
であると定義される。
（4）　　∂（声／乃）ノ∂X此＝O
　　　　　あるいは力力比一力乃庇＝O
すなわち，ある投入要素の部分集合κに属さない任意の要素尾の投入量の変
化が，その部分集合ルに属する2つの要素6とプの隈界代替率に全く影響し
ない場合，投入要素の分割集合sに関してこの生産関数∫は弱分離可能とさ
404
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れる。
　ここでは生産関数1（x，ま）が強く準凹関数であり，相似拡大であると想定
されているので，すべて要素｛，ゴ（タ、ゴ∈ル）と要素尾（尾隼ル）について
Allen－Uzawaの偏代替弾力性（AUES）が均等である場合に限り，すなわち
（5）　λσES肌雪λσ万S帖
カ減立する場合のみ，この関数は弱分離可能であることが証明されている14㌧
　また生産関数グ（κ）が上述のように相似拡大的分離可能であれば，双対の費
用関数C（ρ）も弱分離可能であり，それは（4）式と同様に次のように表わ
すことができる。
（6）　∂（C・／Cゴ）／∂ρ比≡o
　　　　もしくはCゴC泌＿0｛C3正＝O
例えぱCobb－Douglas関数の場合には，すべての5とノについて
（7）　∂21n1／∂1nX・∂lnxゴ＝o
であるから，（4）式を満たし，分離可能性の条件と満すことがわかる。この
ことから明らかなように，分離可能性を検証するには一般に2次の偏導関数で
近似された関数のパラメータが線型でなけれぱならない。総要素生産性分析に
新しい道を切り開くのに役立った一般関数の2次の近似関数としてのトランス
ログ関数もバラメータの線型関数を想定する隈りにおいて，分離可能性条件を
満たすとされる。
　生産関数もしくは費用関数がいくつかの副次的な関数に分離可能であれぱ，
効率性は逐次的な最適化によって達成できることになる。例えぱ，費用最小化
は個々の投入要素ごとの部分集合の最適化を図り，次いで個々の部分集合を不
変として部分集合間を最適化することによって得られることになる。分離可能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　405
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性が関数形の特定化にあたって果す役割の重要性が認識され乱
　皿一2　離散型指数による総要素生産性分析
　総要素生産性の成長率を指数的に計測する手法の中で最も一般的なものが
Divisia指数化手法である。ここではDivisia指数を（i）産出がひとつで投
入が複数の場合と（ii）産出も投入も複数の場合に分けて概説しよう㈲。
（i）投入が複数で産出が単一の場合
　まずSO10wの伝統に従って，通常の生産関数を想定する。すたわち，複数
の投入要素ベクトルXゴ（ノ＝1，…，刎）について一次同次，凹でかつ非減少的
な生産関数∫（Xゴ（ま），彦）を仮定する。まを時間とすると，産出Q（ま）は，
（8）　Q（ま）＝∫（X3（ま），ま）
で示され孔ここでSO10wタイプの中立的な技術進歩率を時間（ま）とともに生
産フロソティアを変位させる外生的な要素と考え，λ＝（刎∂ま）〃であらわす
とする。いま（8）式を時聞について全徴分するなら，
　　　　　6Q　　　研∂xゴ　∂∫　（9）　一≡Σ　　　　十　　　　　雄　　ゴ∂Xゴ∂去　　∂チ
を得る。これをQで除して整理すれば，
　　　　　6ρ　　　　　∂∫　∂Xゴ　Xゴ　1　　∂ア　1（10）・1／Q≡苧楓∂1’ρ乃十∂ま了
　　　　　　　　一嶋音（箒外（芸／づ
を得る。すなわち，
　　　　　・　　　∂∫　Xゴ・．　・　　　∂1　Xゴ・　（11）　Q＝Σ一一XJ＋A＝Σ　　　　X1＋λ　　　　　　　ゴ∂Xゴρ　　　　　ゴ∂Xゴ∫
　（2）式で示されるように総要素生産性はρ＝φ一文であるから，ここの
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（・・）1一川嶋／女）克一司
を得る。もしも右辺の第2項と第3項が等しげれば，ρ＝λとなり，総要素
生産性は技術進歩率で示される。ところで右辺の第2項は各投入要素に関する
産出の偏弾力性（∂刀∂Xゴ）／（刀Xj）で加重された各要素の増加率で示されてい
るから，第2項と第3項が等しくたるのは，偏弾力性の合計が，
（・・）嶋／÷）一1
となる場合である。各要素の産出弾力性の合計が1となるのは，完全競争下に
おげる生産関数が一次同次の時である。
　さて（11）式について期閻0からTまでについて積分するなら，
（・・）書13一（捌←・・／1鴻テ剛
となり，右辺の第2項ば〔0一τ〕期における投入のDivisia数量指数を表わす。
（ii）投入も産出も複数の場合
　投入要素も生産物も複数の場合の総要素生産性の増加率を表わすDivisia指
数は，完全競争下におげる生産老均衡式より導出される㈹。いま（1）式と同
様にQを産出ベクトル，xを投入ベクトルとし，それぞれの価格をベクトル
Pとベクトルωで表わすたら，生産老均衡の定義より次の式を得るだろう。
（13）　　　Σ＝1～｛Q｛＝Σ］ωゴXj
　　　　毒　　　　　　　J
（差≡1，，．．，刎）
（ノ＝ユ，、、．，吻）
（13）式を時間の変化でとらえるなら，
（14）　Σ良Q｛十ΣP；φ＝Σ伽Xゴ十Σωゴ文j
　　　　｛　　　　　　　｛　　　　　　　ゴ　　　　　　　ゴ
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を得る。ただし乏Φ，也文は，それぞれ時聞で徴分しこことを示すものと
する。この式の各項にそれぞれの変数を乗じ，さらに除すれば次式を得る。
　　　　　　鳥　　　　◎。　　　伽　　　　文ゴ　（ユ5）　　　Σ一p｛ρ｛十Σ一P｛Q｛＝Σ一ωJXゴ十Σ一ωjXj　　　　　・P｛　　　・ρ｛　　　。ωゴ　　　。Xゴ
ここでΣRρ｛＝Σω・Xゴであるから，（15）式の左辺をΣP旭Q・で，また右
　　　｛　　　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛
辺をΣωゴXゴで除するなら，
　　ゴ
　　　　　　　鳥　　　φ　　　伽　　　尤（16）ξα・丁十亭ατ…苧β・τ十苧β1τ
（16）式は次のように書き直すことができる。
　　　　　　φ　　　丸　　．伽　　　鳥（17）抑Φ’亨β・τ＝タ馬τ■苧o㍍丁
上式の左辺は第1項が生産物の，また第2項が投入のDivisia数量指数であ
り，右辺はDivisiaの価格指数を表わしている。（17）式と（2）式から
　　　　　　・・　　Φ1　　．克　　．δゴ　　．鳥（18）ρ＝Q－X；押万一亨β・万＝苧β・ω、一ξα7
この式はDivisiaの総要素生産性成長率を示している。すなわち本節のはじめ
に仮定したように，この集計関数が投入要素間の弱分離可能性を持ち，1次同
次性を満すならぱ，総要素生産性の成長率は，完全競争下の生産老均衡条件か
ら，個々の生産物が総収入に占める比率でカロ重した各々の生産物の数量的変化
率の合計と個々の投入要素が総費用に占める比率で加重した各々の投入要素の
変化率の合計との差として定義づげられる。要約すれぱ，総要素生産性成長率
のDivisia指数は産出増加率の加重合計と投入増加率の加重合計の格差で示さ
れる。
　Divisia指数の実際の計測にあたっては，現実のデータが各期ごとに与えられ
るために離散型のDi▽isia指数近似が用いられる。この近似手法はT6mqvist
近似と呼ぽれ，次のような式で表わされる。
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（19）　　　1ρ≡11nρ一∠1nX
ただし，
（・・）11・ρ一1・（晶）一÷（鮒・牝工刈ρξ1±）
であり，ここでα批＝P枇伽／Σ〃ρ｛1はま期の総収入に占める生産物の収
　　　　　　　　　　　　　　｛
入シニアを表わす。また
（・・〕1・・一1嶋）一÷（伽・伽一・1・（制
であり，ここでβ力＝ω力x〃Σωゴlxゴ・はま期の総費用に占める投入物プの
　　　　　　　　　　　　　　j費用シェアを示Lている。すなわち産出と投入の増加率は2期間の各生産物お
よび各投入要素のシェア率の平均値でカロ重して測定される。別の形で示すなら，
（19）式は
　　　　、茗（£云）去帆州
（22）丁急（紺榊
と表わることもできる。
　皿一3　トランスログ関数による総要素生産性分析
　生産関数を特定化し，この関数のバラメータ推計を通じて生産性の増大を計
測しようとする努力は，前述のようにSolow〔1957〕に始められた。そこでは
（1）規模について収獲一定，（2）競争的均衡という前提の下に，Cobb－Doug1as
型生産関数によって計測されるHicks中立的技術進歩率例が生産性の成長率と
考えられている。
　近年，より一般的な（｛exible）な関数形の下で生産と費用の構造をモデル化
し，総要素生産性を計測Lようとする研究が急速に進展Lてきれ経済理論で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　409
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は，伝統的に投入と産出の関係を示す生産構造が総費用と生産水準の関係を定
める費用構造を規定するとされてきた（あるいはその逆が成り立つとされてき
た）が，費用関数と生産関数が同一現象を分析するための2つの異なった手法
にすぎないことがShepard〔1953．1970〕などの研究によって明らかにされた。
そして生産構造の特性，例えぱ代替弾力性，規模の経済性，分離可能性などが
費用関数のパラメータ推計から直接的に推定しうる点で生産関数より費用関数
の方がすぐれていることが提示されるようになった。その後，生産関数と費用
関数の双対性に関する研究＝劃は生産費用の構造を表わすより一般的な関数形の
開発に向げられ，その研究のひとつの頂点がChristensen，Jorgenson　and
Lau〔1973〕によるトランスログ関数（translog　fmction）である。生産関数
および費用関数のいずれかの知識が同じ情報をもたらすとすれぼ，どちらの関
数を計測に使用するかはデータの利用可能性と計量分析上の容易さに依存す
る。総要素生産性分析にトラソスログ費用関数が利用されるようになった大き
な理由は，要素価格や産出水準を外生変数として取扱うことができるために投
入と産出の真の関係を明示しうるし，また総要素生産性の変化を規模の経済性，
投入要素の代替，ならびに技術進歩に関連づけられるようになった点に求めら
れる。
　総要素生産性分析に用いられるトラソスログ費用関数は次のように導き出さ
れる値］。まず生産関数を
（23）　　　　グ（（～，X）　＝グ（ゐ（Q），X）　＝0
とする。ただし乃（Q）は複数の生産物ベクトルを表わすρのスカラーで示さ
れた関数とし，Xは投入要素ベクトルを示すとする。それに対応する結合費用
関数0は
（24）　C＝9（ρ1，．．．，ρ肌5伽，．．．，ω柵）＝9（ρ，ω）
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で表わされ，もし産出Qがこの費用関数の中で分離可能であるなら，その場
合に隈って生産関数は産出と投入に分離可能となる。すなわち，
（25）　∫（ゐ（Q），X）：0i肚g（ρ，P）＝9（ゐ（Q），1〕）・
　ここで費用関数は
　　　　　　　何　（26）　C＝ΣωゴXゴ
　　　　　　　ゴ＝1
で表わされる。従って，勉個の投入と刎個の産出をもつトラソスログ費用関数
は（24）式の2次項までのテーラー展開による近似で示されるから，
　　　　　　　　　　冊一　　　　　　　　　　　　冊　（27）　　1nC＝αo＋Σα｛1nQ｛十Σβゴlnωゴ
　　　　　　　　　　｛＝1　　　　　　　ゴ＝1
　　　　　　　　1　冊㎜　　　　　　　十一ΣΣδ・ゴ1nQ・1nQゴ　　　　　　　　2｛・1ゴ・1
　　　　　　　　1　冊冊　　　　　　　十一ΣΣγ毒ゴInω也Inωゴ　　　　　　　　2｛・1ゴ・・
　　　　　　　　冊一　　冊　　　　　　　十ΣΣ～1nQ｛lnωゴ
　　　　　　　　｛＝ユヅ1
で表わされる。ただしδ｛ドδμであり，γ也ゴ＝γゴ｛であ飢価格について一次
同次であるための必要十分条件は，
　　　冊　　　　　　　　　　　冊　　　Σβゴ＝1’Σγ・FO　　（プ≡1，…，〃）
　　　ゴ＝1　　　　　　｛＝1
　　　冊　　　Σρ包ゴ＝O　　　　　　　　（ク＝1，…，吻）
　　　ゴ！1
である。また産出について一次同次であるための必要十分条件は，
　　　Σ1δ幻＝O　　　　　　（ゴ＝1，一．。，刎）
　　　｛＝1
　　　Σρ｛ゴ＝O　　　　　　（ゴ＝1，＿，勿）
　　　i吉1
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であり，規模について収獲一定の条件は，
　　　Σα｛＝1
　　　一＝1
で示される。
一般的に費用関数の分離可能性は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（タ＝1，．．．，刎）
（・・）；、、、、（鶉／1蒜）一・　（1一・…肋）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2＝1，．．。，勿）
で示されるから，トランスログ費用関数の場合には，
（・・）；㎞［l1烹鴛烹11ト・
　　　　　　　　　　jヨ1　　　　　　　　1＝1
で表わされる。従って，分離可能性は，
　　　ρ｛ゴニO　　　　　　　　　　（差＝1，．．．，〃¢；ゴ＝1，．。。，〃）
で示すことができる。
　トランスログ費用関数を用いる揚合，規模についての収獲は産出に関する費
用の弾力性によって計測されるから，
　　　　　∂1nC　　　．　冊　．．　　．　租　（30）　　　　　　　　＝α包十Σδりlnρ1＋Σρ也11nωJ　　　（1＝1，　　，刎）
　　　　　∂lnρ｛　　　3一・　　　　　ゴ＝1
で得られる。この費用弾力性方程式から個々の生産物に対する限界費用が推定
される。
　トラソスログ費用関数のパラメータ推定にあたってはさらにその効率性を高
めるために費用シェァ方程式が導き出される。Shepardの補助定理ωから，
　　　　　∂ln0　ωゴ∂C　ωゴXゴ　（31）　　　＝一一≡　　＝〃。　　　　　∂lnωゴC∂ωゴC
という関係が導き出される。ここで必は総費用に示すノ番目の投入要素の
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比率（シェア）を表わしている。従ってトランスログ費用関数に対応する費用
シェア方程式は，
　　　　　　　　　　冊一　　　　　　　　　　　　　　抑　（32）　　　”ゴ＝β』十Σρ〃1nQ。十Σγ奇ゴlnω｛　　　　　　（プ＝1，．．．，勿）
　　　　　　　　　　｛＝1　　　　　　　　　仁1
で示される。
　任意の関数を次テーラー展開することによって得られるトランスログ関数は
分離可能性（加法性）と同次性とを先取りLないという点で極めて一般性の高
い（｛exib1e）な関数であり，それゆえに費用構造，従って生産構造と生産性に
ついて豊かな情報を与えてくれる。トラ：／スログ費用関数の開発は，生産関数
ではなく双対としての費用関数の直接的な推定という点で総要素生産性分析に
著しい貢献をなしてきたω。
　皿一4　指数化手法と関数手法の関係
　トランスログ関数はすでに示Lたように，任意の二次徴分可能な一次同次関
数の2次のテーラー展開によって求められるどいう点で，極めて一般的な
（nexible）関数であるω。Diwert〔1976〕は，もL指数化手法がこのような一
般的な集計関数でr正確に」（eXaCtly）示すことができるなら，その指数を
「完壁な」（superlative）指数と呼んだ。
　総要素生産性の計測に用いられるDivisia指数がトランスログ集計関数と
r完壁な」（superlative）関係にあることを証明するには，まず数量指数が集計
関数∫（κ）と正確に一致する（eXaCt）ことが示されねぱならない。
　まずFisherのアイデァルな数量指数（idea1quantity　index）をρ■Dで示
すなら，ρ〃はラスパイレス数量指数（Laspeyres　quantity　index）・とバー
シェ数量指数（Passche　price　index）の幾何平均で表わされる。すなわち，
（・・）Q〃（州㌧〃）・［カ・・κ・・が・川・・κ・・力・・κ・戸
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ここでグ，力oおよびκ1，κ0はそれぞれ0期と1期における価格と数量とを示
す。なおラスパイレス数量指数（ρエ∠）は，
　（34）　ρ阯（力o，グ〃o，”1）≡グ・κ1／力1・が
で示され，パーシェ数量指数（QP∠）は，
（35）Q。∠（ハカ・凧壬・）≡力・・刈グκ・
で示されてい乱こごでフィシャー数量指数を，基準期（0）とγ期（7＝1，
2，＿，R）とを用いて一般化するなら，Q〃（が，グ〃o，π『）で表わされると
する。
　いまグを厳密に正であるとし，数量ベクトルκ『を，
　（36）　　max。｛1（κ）三グ・κ≦グ・ダ，κ≧0｝
の解とするなら，集計関数∫（κ）が原点に凹で正である領域において，フィシ
ャー指数と集計関数の関係は次のようになる。
　（37）　グ（κ『）／グ（πo）＝Q〃（力o，グ；が，κ『），　（γ＝1，2，．．．，R）
ただしグ（κ）…（州先）吾≡（三圭先。の庇κ比）㌦叱一α比。とされる。
　　　　　　　　　　　　　f！1庇；1
　もし基準期におげる集計関数を1とするなら，すなわち∫（が）＝1とする
と，行列λの未知の係数を推定することなLにρ〃によって！（κ『）の計測
が可能となる。この条件を満すとき，数量指数ρは集計関数∫（κ）と正確に
一致する（eXaCt）と呼ぱれる。
　またもし集計関数！（”）が一次同次関数の2次のテーラー近似で示されるな
ら，上記の数量指数ρはr完壁な」数量指数（superlative　quantity　index）
と呼ぱれる。
　Divisia指数とトランスログ関数の問に「完壁た」（suPerlative）な関係が
　414
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あることは次のように説明される。いま2次関数∫（Z）を次のように定義づげ
るとする。
　　　　　　　　　　　　　　　1　（38）　∫（Z）…αo＋α「Z＋一Z「λZ　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　冊　　　　　　　　　　　　耽　　冊　　　　　　　　≡αo＋Σ吻Z毒十ΣΣ：伽ゴZ吾Zゴ
　　　　　　　　　　　ゴ！1　　　　　　　｛＝1ゴ≡1
ここで，伽，伽は定数として，すべてのク，ノについて伽＝αゴ壱とする。こ
のように2次関数が定義される場合のみ，この2次関数は次のように近似され
る。すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　1（39）∫（Z1）一グ（別≡丁［げ（Zユ）十げ（刎丁（Z」η
ここで’ア！（Z『）はZ『点における徴分係数ベクトルである。
　ところで任意の2次徴分可能な一次同次関数を2次のテーラー展開すること
によって同次トラソスログ関数を得られるが，それは次のように表わされる。
　　　　　　　　　　　　冊　　　　　　1　抑　侃　（40）　　　一nノ’（”）≡αo＋Σα■n幼十一ΣΣγμlnX3inX托
　　　　　　　　　　　　一！1　　　　2J＝1庇，1
　　　　冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　冊
ただし，Σα1≡1，γ批＝γ幻，Σγ〃≡0　（ノ＝1，2，．．．，吻）　である。
　　　　工　　　　　　　　　　　　　　　　　花ヒ1
　いまこのトラ：／スログ関数と，2次関数を関連づげるために次のような関係
が存在するとしよう。
　（41）　　　　2r；≡lnκ；
　　　　　グ（Zf）≡1n！（バ）
ただし■＝0，ユ，およびタ；1，2，＿，〃とする。したがって（40）弐は，
　　　　　　　　　　　　冊　　　　1　冊　刑　（42）　　　一グ（Z『）≡αo＋Σα｛Z｛十一ΣΣγ幻Z｛Zゴ
　　　　　　　　　　　　｛＝1　　　2｛＝1ゴ！1
と書き換えられるから，2次関数の近似式（39）によって，（42）式はさらに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　415
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次のように表される。
　　　　　　　　　　　　　　　1　（43）　ln！（κ1）一1nグ（πo）＝一［71n∫（κ1）十71n！（”o）コ．［1nκ1－1nκ0］
　　　　　　　　　　　　　　　2
一÷［叫墨）・峠着）1・［1・が一1・1・1
なぜ’なら，　∂1（Zo）／∂Zえ＝∂ln∫（κo）／∂lnκ二
　　　　　　：［∂1（が）ノ∂伽［机げ（”。）コ
　　　　　　　ー7∫（灼　　　　　　÷伽　　　　　　　　　／（灼
同様にLて，∂∫（Z1）／∂Z㌔＝［∂∫（κ’）／a刈コ［＾げ（πI）コ
　　　　　　　。17！（κ1）
　　　　　　・…・π　　　　　　　　　∫（κユ）
ただし
　　　1nκo…1nκ2　　（タ＝1，2，．．．，〃）
　　　1nπi…lnκち　　（ク＝1，2，．。．，物）
　　　が…ベクトルがを要素とする対角行列
　　　夕1…ベクトルがを要素とする対角行列
とする。
　ここで売工7∫（κ1）げ（カエ）（÷［∂！（κ1）／∂砧コ［＾げ（κI）コ）は第1期にお
げる総費用に占める投入伽のシェアであるから，δ1で示し，第0期について
も同様にそのシェアをδ呈で表わすなら，（43）式は，
　　　　　　　　　　　　　　　仰1（44）1・［”）／”）コ＝昌丁［δ呈十δ…コln［κ岬］
あるいは，
　　　　　！（州〃）一圭［π岬1吾［榊≡ρ〃（グ，ク・〃，・・）
　　　　　　　　　　　　1！1
従って，ρ〃はトランスログ集計関数と正確に一致（eXaCt）するから。この
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数量指数を完壁な（suPerlative）数量指数と呼ぱれる。
　以上のように，Diewert〔1976〕はDivisea指数がある一定の条件を満たす
なら連続的なトラソスログ型集計関数と斉合的となり，トランスログ型関数の
パラメータが分からなくとも，基準時点と任意の時点とを指数の形で比較する
ことによって生産性を測定Lうることを示した。Divisiaの指数に基づく
Jorgenson　and　Gri1ichs〔1967〕の生産性分析は，支出制約の下で生産老なら
びに消費者がその集計関数の最犬化を計るという新古典派的前提を満す限り，
新古典派生産理論から見て正当化されていることになる。
　皿一5　指数化手法の推定誤差の研究
　データが離散的でかつ長期の問隔をもつ場合に，連続型のDivisia指数がど
のような推定誤差を発生させるかは重要な間題である。Star　and　Ha1l〔1976〕
は，生産関数が同次トランスログ関数である場合に隈って離散型Divisia指数
と同次トラソスログ関数で示される指数（同次トランスPグ指数と呼ぼれる）
とが正確に一致（exact）するというDiewertの証明に基づいて，連続型Divisia
指数，同次トランスログ指数，Laspeyres指数から生ずる近似誤差の比較を行
った。この比較は次のような手1頂で進められている。
　総要素生産性指数では各投入要素が投入総価値に占める比率（β｛）を加重と
Lて用いて投入の増加率を計測するが，この値は実際には年々変化するはずで
ある。そこでまずこの比率を期間〔0，T〕にわたって一定（β。）と想定すると，
（・・）1＞妾篭〃一1＞（1）llll；・　（｝・の
が成立せねばたらない。左辺はβ1が定数であるから，
　　　　　　　　　　　　　　　r（・・）島1・・［娩（・川・）1－l1舳（1）W）1〃
となる。
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　次に時間まにおげる投入要素ξの増加率をα（左）＝虎｛（ま）μ｛（τ）とすれぱ，
顛間〔0，T〕における平均増加率G｛は，
（・・）α一÷l1妾竃・1一÷1・・［娩（・）／伽（・）1
となるから，これを（46）式に代入すれぱ，
（・・）扉一÷l1帥）篭ま）・
を得る。この真なるβ包を推定するために，0期とτ期のβ｛（ま）の単純平均β｛，
すなわち，
　　　　　。　　1　　　　　β｛≡一［β｛（O）十βぜ（T）コ
　　　　　　　2
を用いるなら，TFP（総要素生産性）指数の成長率言十測にあたって誤差を発
生させる唯一の要因は，このβ｛の中に見い出すことができる。
　いま単純平均β｛を用いたDivisia指数をλ，固定比率β｛を用いたDivisia
指数をλで示すなら，期問あたりの誤差εは，
　　　　　　1　　　＾（49）1＝了（1・gλ（T）一・gλ（T））
と表わされる。ここでβ｛がβ・（ま）の加重のない平均を示すとすれぱ，
　　　　島一÷l1帥）〃
と示されるから，誤差εは，
（・・）ε一÷llゑ［帥）一泌（1）一帥一ゑ（島一扉）σ
と表わされる。
　ここでβ｛（ま）とG也（左）の共分散ならびにβ屯とG｛の共分散を用いるなら，
誤差εは，
　　　　　　　　『（・1）1一争1。…（β（1）一尾・（1）一・川一・…（芦一胴
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と書き換えられる。右辺の第1項は，比率β吾の平均値βからの乖離と投入要
素の増加率Gの平均値Gからの乖離との相関関係を示し，第2項は近似値β
を用いるならεの誤差と投入増加率の平均値との相関関係を表わしてい飢
Cauchy－Schwartzの不等式（Cov（X｛，Xゴ））2くγ（X｛）γ（Xゴ））を用い
て近似値を求めるなら，
　　　　　　　　　　τ（・・）lllく号1。・（1（1）一め・（・（1）一・）糾・・（β一め・（・）
という関係を導き出すことができる。ただし，ここで右辺の第1項と第2項の
sはそれぞれ
　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　7仰（β（f））γ（G（1））と7行（β）γ（6）
を表わしている。Star　and　Ha1l〔1976〕は，もし投入要素が4つあって，その
比率の標準偏差（S（β（‘）一β））が1％（0．01）であり，TFPの成長率の標準
偏差（S（G（ま）一G））が2％（0．02）であったとLても，βの推定誤差の標準
偏差（S（β一β））はO．5％（O．O05）であり，TFPの成長率の標準誤差（S（0））
は0．1％（O．01）となる。したがって，
　　　1ε1く0．0012
となり，TFP成長率の最大誤差は年成長率のO．12劣に過ぎないとされる。し
かも，要素比率とTFP成長率との相関関係が薄げれぱ，すなわち（52）式の
右辺第1項の値が小さけれぱ，実際の誤差はここで算定されたO．12％よりも蓬
かに小さいと論じられた。そして，近似的な連続型Divisia指数，同次トラソ
スログ指数，Laspeyres指数のεをそれぞれ算定し，比較考量の結果，同次トラ
ソスログ指数はDivisia指数に比べて予測値が低くなり，Laspeyres指数は逆
に予測値が高くなる傾向があることを示Lた。データが長期にわたる場合には
この誤差は無視Lえない。従って違続型Divis1a指数は長期間にわたる初年度
と最終年度のデータだけでかなり正確に近似できるという点で望ましいTFP
指数であると結論づけている。
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皿　労働の質と総要素生産性分析の研究方向
　皿一1　労働の質に関する研究
　総要素生産性分析において労働サービスの質が明示的に取り扱われるように
なったのはGriliches　and　Jorgenson〔1967〕の研究からであろう。労働サー
ビスば一投入要素として，すでに見たように，次のように計測されてきた。
（・・）ρ一Φ一‡一Σα、五一Σβゴ克
　　　　　　　　　　　　｛　ρ｛　J　Xゴ
ここでβゴは労働Xゴが総労働投入の価値に占める比率を表わしている。ここ
では，労働投入価格を不変として様々な質をもつ労働投入を単純に合計Lてい
るために・明らかに集計上の誤差が発生する。この集計誤差を解決するために，
総労働投入指数の計測にあたって労働の特性別の人・時間あたりの価格を利用
L，上記の労働投入の質を細分化する方法がGriliches　and　Jorgenson〔1967〕
によって提示され，その後，Waldorf〔1972〕とChinloy〔1980〕によって一
層詳細な計量分析が進められた。
　いま総労働投入（人・労働時間）を工で示し，wを労働サービスの全体的
な時間あたり賃金とすると，総労働投入は次のように分割される。
（53）．工W：Z・、W・十・一・十五冊肌
この式を時間まについて全徴分して，総賃金豚1二で除すれぱ，すなわち，
　　　　　∂L　W　　6W　工　　6ム祓1　6〃1Z1（54）　　　　　　十　　　　昌　　　　十　　　　十　　　　　∂玄工w　　∂ま工旧7　　6オz旧7　　6ま工w
　　　　　　　　　　　　　　　6工弼η7祀　　6仰7花z冊
　　　　　　　　　　　　　　十　　　　　　十　　　　　　　　　　　　　　　　∂ま　工羽7　　6去　工刀1
（・・）圭十半一撒去・苓）・ ・与祭（会・祭）
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一伽（会・需）…　伽（去・缶）
一ξω（芸・鷺）
Lたがって，
　　　　　　　工。　尤　市　　　畝　（56）　　　Σω古一一一＝一一Σω｛　　　　　売　　L　　　工　　　w　　　｛　　豚｛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　w｛ここでω。は総賃金に占める労働投入Oに対する賃金の比率，すなわち，Σエ。肌
を表わす。この式の左辺は質を考慮した総労働投入の増加率，言い換えるたら，
労働投入のDi▽isia指数の成長率と人・労働時間の増加率の差を表わし，右辺
は時間あたりの平均賃金の増加率とDivisia賃金率指数の成長率の差を示し，
左辺と右辺は双対となっている。左辺は，賃金が労働の質を反映するという仮
定の下に賃金比率で加重して労働の質を加えた労働投入指数の増加率から，単
なる労働投入量（入・労働時間）の増加率を引いたという点で労働投入の質の
変化率を表わしている。
　労働の質を定める要因は，Chinloy〔1980〕によれぱ，（1）教育，（2）性別，（3）
年令，（4）賃金労働か家内的労働か，（5）職種に分類される。これら5つの要因は
それぞれが労働の質の変化率を規定する主要効果（main　eftect）とそれぞれの
要因が多元的に影響しあう交差効果（interactive　effect）という2つの効果を
持っている。これらの主要効果と交差効果の関係は次のように導出される。
　まず労働の集計関数Lは，
（57）　ム＝！（加，＿，ゐ〃）
で表わされるとする。ここで加は｛タイプの労働力が働く時間庖を表わし・
5＝1，．．．，1とする。労働市場の完全性と集計関数の一次同次性を想定すれぱ，
　　　　　∂ln工，　　　1　　　∂1n加岳　（58）　　　　≡ΣS・1　　　　　　∂ま　　　｛。1　　　∂ま
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122 早稲田商学第306・307合併号
とな1・ここで∫伽一伽乃・1／ゑω生い表わす。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工　あらゆるタイプの労働力の総労働時問舳はΣ加で示されるから，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛＝1
増加率は，
　　　　∂ln〃〃　　■　　∂ln乃“（59）　　　　　　　　　＝Σ1ろ｛；
　　　　∂彦　　尚　　　∂τ
となる。ここでろ“＝加／伽であり，タイプ6の労働時問が総労働時間の中
で占める比率を表わLている。
　労働集計関数は任意の関数であるから，
うなトランスログ型関数で示される。
2次のテーラー展開を行うと次のよ
　　　　　　　　　■　　　　　　1■■（60）　　1nZ＝αo＋Σα｛1nゐ批十一ΣΣβ｛ゴln危批1nん‘
　　　　　　　　　｛＝1　　　　　2｛＝11＝1
ここでαo。αむβ・ゴはパラメータであり，伽：・βゴ毒とする。ただしク≡1，．．．，4
プ＝1，＿，∫とする。一次同次の条件より，
　　　　　■　　　　　　　　　　　　　■
　　　　　Σα｛≡1，　　　　Σ1β〃＝0
　　　　　仁1　　　　　　　　作1
である。
　完全競争の前提より・労働力6の賃金（の総賃金に占める比率）は（対数で
表示された）限界生産物に等しいから，
　　　　　　　∂lnZエ　　　エ　（61）　　　S也；＝　　　　　　＝α。斗・Σβり1nゐ〃
　　　　　　　　∂加　　　　。一。
を得孔いまチ期と彦十1期におげる労働投入のトランスログ型指数の成長率
ゐ≡∠lnZは，
　　　　　　　∫　（62）　　　6’＝　Σ：〃砒∠1n乃批
　　　　　　　o！1
で表わされる。ここで∠は第1階差分演算子を示し，伽はま期とf＋1期の
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平均，すなわち1／2（5批十S｛，川）である。
　労働時間の増加率は，総労働時問の対数の差分をとれぼ離散型で示されるか
ら，
（63）　　　ん≡∠1n刎工
を得る。
　Lたがって，労働の質の変化率ψは，
（64）　ψ…ゐ一伽
と定義づげられる。％が正であるなら，それは質の高い（すなわち賃金の高
い）労働の投入量の増カロ率が総労働時聞の増加率より大きいことを示し，労働
生産性が高まる背景を示している。
　労働の質ゴを〃種類に分げるなら，労働投入の増加率は，
　　　　　　　■〔1〕　　T（冊）　（65）　∂昌Σ　Σ舳・，＿，舳11nゐ伽，＿，舳・
　　　　　　　｛（1〕＝1｛（冊）＝1
で示される。第1番目の労働の質の投入の増カロ率を6・で表わすなら，
（・・）払一、婁11仇…∠1・（毒星ゴ…・・、貫1ゐ㈹，・・，刈
で算定され，また初めの労働の質プの投入の増加率は，
　　　　　　　　　　1（D　　　　　■（ゴ〕
　（67）　∂・，、．．，ゴ＝Σ＿＿Σ倣・・，＿，｛（ゴ〕
　　　　　　　　　　｛（1〕＝1　　　｛〔J）＝1
　　　　　　　　　　∠1・ば、、黛二松㈹・…・㈹）
で示される。
　労働の質｛の主要効果％は，その質だげから生ずる投入の増加率ゐから
総労働投入の増加率ゐの格差，すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　423
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（68）　　　　2｛＝6｛一ゐ
で示され，もし2つの労働の質タと尾が相互に影響しあう場合は，交差効果
∂疵と各労働の質の主要効果ゐと∂比を考慮して，
（69）　倣≡6挑一ゐ一％一卯
で示される。Lたがって2つの労働の質しか存在しない場合には，労働の質の
総効果σは，
（70）　σ…∂舳一免≡％十炊十伽
となる。
　今村〔1983a，1983b〕は，上述のモデルを用いて日本における労働投入の質
の変化を計測L，労働の質に関する実証研究の道を開いた。実証分析の結果，
日本の労働の質が安定的に向上しており，学習効果を表わす年令と技術の受げ
入れ体制を示す教育が生産性の向上に相乗的に働いてきたことが証明されてい
る。
　皿一2　総要素生産性分析の研究方向
　生産性の研究と生産関数の研究との差異は概念的にはほとんど存在しない。
Solow〔1957〕が生産関数に沿った変位（投入増大に伴う産出の拡大）と生産関
数自体の変位（技術進歩）とを区別して以来，総要素生産性は技術進歩と同義
異語として研究が進められてきた。総要素生産性分析は，明示的であれ，内含
的であれ，完全競争市場を想定して，何らかの生産関数の特定化を行い，技術
進歩の型について前提を置いて進められてきた。
　完全競争の想定は資源の最適配分と完全利用を意味Lており，その点で理想
からの乖離の著しい現実の経済における総要素生産性の推計は犬きな偏りをも
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つことは明らかであ乱市場制度の不完全性，景気循環，貿易上の障壁などは
資本の稼動率と労働需給に影響を及ぼし，総要素生産性の計測を歪めるであろ
う。
　また生産関数と技術進歩については，計測上の利点を求めてHick型中立的
技術進歩を伴うCobb－Donglas型生産関数が伝統的に用いられてきたが，おそ
らくその最大の弱点は技術進歩の効果と規模の経済の効果を明確に区別しえな
い点にあるだろう。この2つの効果の区別は自然独占をめぐる規制政策との関
連で極めて重要な問題を提示している。Sato〔1970．1981．1983〕は一次同次型
生産関数に対してより広義の“holotheticity”型の生産関数を提言を行ってい
る。生産関数が“holothetic”と呼ぱれるのは，rある特定の技術進歩のもたら
す“全体的な”あるいは“総合的た”効果が規模の効果として変換されるが，
生産関数の型は変えない場合」㈲であり，技術進歩がH1cks型中↓的であれは
“homothetic”（相似拡大型）生産関数を使用すべきでなく，またもし技術進
武が偏りがある場合，規模の効果と偏りのある技術進歩の効果を識別するため
に一次同次型の生産関数を使用してもよいと主張されている。
　技術進歩については，規模に関連する技術進歩と規模から独立した技術進歩
との区別とともに，体化的な（embodied）技術進歩と非体化的な（disembodied）
な技術進歩との区分も重要であろう。総要素生産性分析においては，ある投入
要素の価格の変化がその要素の相対的加重を変えることによって体化的な技術
進歩が一応は評価できるが，必ずしも十分とはいえない。
　この問題はおそらく資本の概念化および測度の困難性という問題と深く関わ
っていると思われる。資本ストックは，たとえぱ生産機械そのものを指L，そ
こから生ずる機械稼動時間が資本という投入要素のサービスの7ローとして把
握される。この資本投入は，経済を全体としてと捉らえる時，中間財として位
置づげられるために，資本投入とそれがもたらす産出との関係を明確にする際
に様々な問題を生ずるであろう。さらにまた，資本投資の測定に。あたっては，
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設備・機材・工場などの細分化，稼動率および償却率の調整，装備新鋭度
（Vintage）の価格評価など様々な点を考慮しなげれぱならない仁一㌧
　生産性分析の手法として最も目常的に用いられる「労働生産性」および「付
加価値生産性」は，その計測上の容易さゆえに，また直載的な指標であるがた
めに一般化Lてきた。しかし，人・労働時間あたりの生産性もしくは人・労働
時問あたりの付加価値生産性は労働の効率性を示す測度とLて不十分であるこ
とは，インフレーションに。よって賃金率の上昇があっても労働の付加価値を高
めてしまうことからも明白であろう。すなわち，産出の価格の変化と労働投入
の価格の変化が厳密に比例していなければ付加価値生産性は現実の生産性の変
化を十分説明しえない。さらに日本産業のある種の部門において急激に生産性
が高まったひとつの要因とLて指摘されるニネルギー節約型資本と労働の代替
（いわゆる省エネルギー投資）といった側面も付加価値に基づく労働生産性測
度では評価しえない蝸。
　生産関数と費用関数の双対性理論と一般均衡論的背景の下に開発の進められ
てきたトランスログ関数による総要素生産性分析は，トランスログ関数が任意
の2次徴分可能な関数のテーラー展開であるという点で一般性が極めて高く，
投入要素と産出が共に複数の場合にも容易に展開できる点にその最大の特徴を
見い出すことができる。しかしそれと同時に，計量的には，説明変数の乗法項
は必然的に多重共線関係の問題を生じせしめ，結果の解釈上に問題を残す点を
指摘しなげれぱならない。さらにトランスログ関数手法は伝統的な経済理論に
裏づげられているだけに，生産要素市場の完全競争や費用最小化といった前提
の枠組みの中にあり，もL産業カミ費用最小化の行動から免脱するとすれぽ同じ
技術構造の下でも必ずしも同じ費用関数あるいは生産関数を持つとは限らない
という点で限界がある。
　同じことは指数化手法に基づく総要素生産性分析手法についても指摘できる。
すなわち，投入要素と産出がともに複数である場合には変数間に多重共線関係
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を生ずるし，また生産要素と生産物市場の完全競争も同様に前提とされている。
もし完全競争の前提が成り立たないなら，指数作成において費用や収入を加重
として用いることはできない。
　以上の点は総要素生産性に伴う問題点であるが，指数化手法はトランスログ
関数手法に比べて精綴でないように見えるが，基本的には一定条件下では同じ
理論に基づくものであり，実証分析にあたってはむLろ相互にチェックするた
めに同時的に用いられるべきものであろう。
　日本経済の生産性上昇率は狭義の技術進歩によるものであるとは周知の事実
である。1950年代と60年代に積極的に行なわれた基礎的な技術の輸入は，規模
の経済と高品質化の追求のために改良が加えられ，生産性拡大の大きな動因と
なってきた。こうLた応用技術の発展による生産性の上昇をいまThurow
〔1980〕に従って“Process　ImOvatiOn”（生産遇程の技術革新）と呼ぶなら，
この技術革新を支えてきた杜会的・文化的背景を無視しえ恋いだろう。明らか
に，総要素生産性分析にあたっては，政府の規制政策（安全性や環境保護など），
技術進歩を支える教育と雇用制度，労働市場の変化など様々な経済杜会の制度
的側面を忘れてはならない。とりわげ日本型雇用システムが高度成長期には教
育水準の高い豊富な若年労働力の供給と相挨って生産性の成長率を極めて高い
水準に維持するのに際立った役割を演じたとすれぱ，低成長と長期的な高令化
杜会への移行に特徴づげられる1980年代においてこの日本型雇用制度の変化が
どのような形で生産性に影響を与えるのカ㍉またそのような極めて徴視的な要
素をどのように生産性分析の中に組み入れていくのかは今後の生産性研究に残
された重要な課題であろう。これまで概説してきた純経済理論に基づく総要素
生産性分析は生産性成長率の要因とその変動メカニズムについて極めて有効な
接近法であることは明白であるが，あくまでも一次的な近似であり，技術進歩
をそれに伴う労働の質的変化を考慮する時，総要素生産性分析手法の拡大と実
証分析の蓄積が必要とされている。
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注（1〕目米の生産性上昇率の格差と貿易不均衡について，Shi止ai〔1980〕は　（1）目本の
　　産業構造が大幅な生産性向上の期待できるセクターに転換するのに成功したのに対
　　して，米国経済がこの種の転換能力を持たなかったこと，（2）目本の生産性向上が輸
　　出産業に偏向していたこと，（3）日本の製造業では資本と労働の代替性よりはエネル
　　ギーと資本の代替性が高かったのに対して，米国では石油価猪の高騰によって相対
　　的に労働投入が増えたことなどを要因としてあげている。目米の生産性格差につい
　　てすでに多くの研究が積み重ねられているが，その基本的な研究姿勢は生産水準の
　　変化を投入要素の変化で説明しようとする点にある。巨視的な視角からは労働の質
　　の向上や新技術を体化Lた投資が議論の中枢となる。しかし徴視的な視座からは労
　　働の質，労働意欲，新技術そのものが目米閻でどのように，またどの程度違うのか
　　が問題とされる。筆者は巨視的な接近と徴視的な分析との「摸け橋」を求め，その
　　第一歩として伝統的な生産性概念とその計測手法をまとめた。巨視的にみた生産性
　　は徴視的な生産性の単純な集計でないことは明日であるが，巨視的結果の微視的背
　　景を探ることは，とりわげ日本と米国のように，一方が儒教的資本主義として特徴
　　づげられ，他方が新教的資本主義とLての特色を持つ2つの相異なる経済杜会の比
　　較にあたっては極めて重要であると考えている。
　（2）経済企函庁〔1984〕，p・228の脚注2。
　（3）以下の議論はFuss，McFadden，and　Mmdlak〔1978〕に基づく。
　（4）Bemdt　and　Christensen〔1973a〕およびFuss，McFadd㎝，and　Mmdlak
　　〔1978〕を参照。
　（5）Hulton〔1973〕，Diewert〔1976．1981〕，Cowing，Sma11，and　Stevenson〔1981〕
　　に基づいて整理する。
　（6）黒田〔1981〕，Star　and　Hau〔1976〕を参照。
　（7）技術進歩は一般に，技術の変化が生産要素閻の隈界代替率に影響を及ぽさない場
　　合は中立的技術進歩（neutral　technological　change）と呼ばれ，影響を与える場
　　合は非中立的技術進歩（mn・neutral　technlogical　change）と呼ぽれる。中立的技
　　術進歩は，（1）Ha皿od型中立，（2）Solow型中立，（3）Hicks型中立に分けられる。
　　この3つの中立的技術進歩はCobb－Douglas型生産関数ρ＝1（K，五）を用いれば
　　次のように示されるo
　　　（1）Harrod中立型（労働増大型）生産関数　　ρ＝λKπ（θZ）貝
　　　（2）Solow中立型（資本増大型）生産間数　　ρ＝工（θK）Tβ
　　　（3）　Hicks中立型（同次型）生産関数　　　　Q＝λθK皿〃
　　ここでθは技術係数を示し，α十β＝1である。
　　　3つの中立型技術進歩の相違は次のように表わすことができる。いま技術進歩θ
　　が時間とともに変化すると仮定すれぼ，技術進歩率グは1nθ（ま）を時間まで徴分
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すれぼ得られる。すたわち，
　　　　61nθ（ま）　1’〃
　　7＝　　　　　　　　　＝　’一　　　　　〃　　．θ　〃
この式を　∂θ／θ二7”　と変形して，積分すれば，すなわち，
　　1÷〃一1〃
129
　　　1nθ＝。・ま
　となる。従って，技術係数θは技術進歩率γを用いて次のように示される。
　　　θ＝”
　これを（1）から（3）の生産関数にあてはめるなら，次のように書き蔭すことがで
　きる。
　　（1）Harrod型関数　　Q＝ん帥K岨が
　　（2）　So1ow　型関数　　ρ＝んτ『工K藺”
　　（3）　Hicks　型関数　　Q＝λ2刊K皿Lβ
（8）生産関数とその双対性に関する最近の研究の集大成は，Fussand　McFadden　ed・
　〔1978〕に見られる。
（9）ここでの議論はBrown，Caves，and　Christensen〔1979〕に茎づいている。
⑩Shephard〔1970〕によれば，費用関数C（W；ρ。τ）を投入要素ゴの価格W｝．で
　偏徴分したものは投入要素〔こ対する最適な派生需要量xゴに等しくなる。すなわ
　ち，
　　（1）　∂C／∂W｝・＝Xゴ
　　証明は以下の通りである。いまx3を最適な派生需要量とすると・生産者均衡
　条件より，
　　（2）Σ閉・X3－C（πρ・T）＝O
　となる。いま生産要素の代替的な価格体系W1＝（W11・…・W刑）とこれに対応す
　る最適な要素投入量X’＝（X’エ，…，X1柵）の下で，産出量0を生産すると想定す
　る。このような価格W1の下ではX0よりX1が最適であるから，
　　（3）C（豚1，Q，T）＝ΣW1ゴX1ゴくΣW1ゴXoゴ
　であり，Lたがって，すべて正なるW1について，
　　（4）ΣW’ゴXoグC〉O
　が成り立つ。（4）と（2）とを比較するなら，（4）式はW1＝Wとなる時に最小
　値をとることがわかる。
　　価格W1＝Wが最小値を示するなら，（4）式を正なる要素価格W1ゴで偏徴分す
　るとゼロに等しくなるという条件を満たさねぱならないから，
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　　　　∂2WlJXoゴー0（W’，ρ，τ）　　　　　∂0　　　　　　　　　　　　　　　　　＝X0J一　　　＝O　　　　　　　　　∂w’コ　　　　　　　　　∂π’｝
　すなわち，
　　　　∂C　　　　　　　＝x。ゴ　　　　∂w㌻
　となる。
⑩　トラソスログ関数は1973年にChristensen，Jorgenson，and　Lawrence〔1973〕
　によって提示された以来，様々な理論的検討と実証的利用が進められてきた。我が
　国においては，辻村〔1981〕，中村，新家，美添，豊田〔1983〕において検討が加え
　られている。辻村〔1981〕によれば，トラソスログ関数による分析は一般均衡論的
　発想に基づいて抽象的な諸仮定の組み合わせの下で行なわれており，その意味で実
　証的な妥当性に問題が生ずるが，その右効性は様々た実証の蓄積の中で判定されて
　いくべきものであり，トラソス戸グ型の計量分析は1980年代の経済分析手法のひと
　つの流れとなるとされているo
⑫　トラソスログ型とそれ以外の様々な関数形について詳細な分析がFuss，McFadden，
　and　Mundlak（1978）の中で行われている。以下の表は，線型パラメータをもつ最
　も一般に使用される生産関数形をまとめたものである。ここでツは産出を，κは投
　入ベクトルを表わしている。
　　　　　　　　　　　　一般に使用される生産関数の形
　　関数形　　　　　関数式　　　　　　　一次同次のための制約条件
　Cobb－Douglas型　　　　　　Iogツ＝吻十Σ蜆．10g工．　　　　　　　　Σ也，＝ユ
　CES型　　　　　　　　　　ゾ＝吻十Σ口、〆　　　　　　　　　　　　吻＝O
　Genera1izedLeo口tief／Linear型ツ＝吻十Σ¢π十ΣΣ口u偏　　　　　邊，＝O，（主＝O，．．．，祀〕
　Tr目nslog型　　　　　　　　Iogy＝吻十Σ囮Jog茄十ΣΣ直、、（log垢Xlog屯）Σ邊，＝1およぴΣ口．一＝O
　GeneralizedCobb－DougIa昌型　　1ogツ＝吻十ΣΣωIog（巧十払）／2　　　　ΣΣ口．、＝1
　Quadr日tic型　　　　　　　　ソ＝吻十Σ蜆、エ、十ΣΣ蜆u尤μ、
　GeneralizedConcave型　　　ソ＝ΣΣ均φリ（κノあ〕θU　　　　　　　　φuある既知の凹関数
　資料：Fuss，McFadde皿，and　Mundlak〔1978〕，P．238．
⑬　Sato〔1983〕p．53より引用。
⑭Gold〔1981〕は産業レベルでの生産性分析に触れ，投入要素閻の代替，稼動率，
　価格変動などの他に・生産物自身の質的変化を考慮すべきことを指摘している。代
　替性，稼動率，規模の経済性および技術進歩の非申立性などはCobb－Douglas型あ
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るいはCES型生産関数による分析で明示的に取り扱うことができる。経済企画庁
〔1984〕ではこれらの生産関数を用いて，第一次石油危機前と危機後の日本の技術
進歩率を計測し，第一次石油危機以降の技術進歩が労働節約的であったが，技術進
歩率の鈍化と規模の経済性の減速が資本分配率の改善を弱めたと結論づけている。
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